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地球温暖化の現状

◼ 20世紀以降、化石燃料の使用増大等に伴い、世界のCO2排出は大幅に増加し、大気中の
CO2濃度が年々増加

◼ これに伴い、世界の年平均気温も上昇し、既に工業化前と比べて、2011～2020年に約1.1℃
上昇

（2023年３月：IPCC第６次評価報告書統合報告書） 

大気中のCO2 濃度は、
工業化以前に比べて約49％増加

（出典）WMO 温室効果ガス世界資料センター / 気象庁

工業化前と比べて、
既に約1.1℃気温が上
昇

2016年は観測史上
最も暑い年であった。

全球大気平均CO₂濃度 世界の年平均気温の変化

（出典）気象庁HP

二酸化炭素
413.2 ppm

（2020年平均）
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北米
熱帯低気圧
2022年9月、米国南東部ではハリケーン「IAN」
により100人以上が死亡したと伝えられた（欧州
委員会）。
米国のフロリダ州オーランドでは月降水量が
570mm（平年比356％）となった。

熱波
2021年6月29日に、カナダ西部のリットン
（Lytton）では49.6℃ の日最高気温を観測
し、カナダの国内最高記録を更新した。
※リットンの6月の月平均気温（平年値）は
18.3℃。

日本
高温
2022年6月下旬～7月初めは東・西日
本を中心に記録的な高温

大雨
2022年7月から8月中旬にかけては各地
で記録的な降水量を観測する大雨

ヨーロッパ
熱波
2022年7月上旬から西部を中心に顕著な高温。スペイン南部のコルドバで
は、7月12日、13日に最高気温43.6℃、フランス南部のトゥールーズでは、
7月17日に最高気温39.4℃ を観測。イギリス東部のコニングスビーでは、
7月19日に暫定値で最高気温40.3℃ を記録したと報じられ（イギリス気
象局）、最高気温の記録を更新。

北極付近
海氷面積
2019年9月に、日あたり海氷面積が衛星観測記
録史上2番目に小さい値を記録。
2021年8月中旬に、グリーンランド氷床の標高 
3,216 mの最高点で初めて降雨を観測した。

南極
高温
2020年2月､観測史上最高の18.4℃を
記録｡

パキスタン及びその周辺
大雨・洪水
2022年6～8月の大雨により、南アジア～
イランでは、合計で2130人以上が死亡し
たと伝えられた（パキスタン政府、インド政
府、ネパール政府、欧州委員会）。
パキスタン南部のジャコババードでは、7月の
月降水量が290mm（平年比
1025％）、8月の月降水量が493mm
（平年比1793％）だった。

アフリカ
熱帯低気圧
2019年3月にモザンビーク、ジンバブエで関連の死
者900人以上。南半球熱帯低気圧によるものと
しては過去100年間で最悪の被害。

世界の異常気象

◼ 近年、世界中で異常気象が頻発しており、気候変動の影響が指摘されている事例もある。

◼ 今後、こうした極端な気象現象が、より強大、頻繁になる可能性が予測されている。

図：1981‐2010年の平均気温に対する2021年の平均気温の偏差

資料：
「WMO State of Global Climate in 2021」、
気象庁HPより環境省作成
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IPCC（気候変動に関する政府間パネル）の科学的知見

IPCC 第6次評価報告書 第１作業部会報告書を元に作成（1850～1900年における
頻度を基準とした増加を評価）

※1：温暖化の進行に伴う極端現象の頻度と強度の増加についての可能性又は確信度：
極端な高温は「可能性が非常に高い（90-100％）」 大雨、干ばつは５段階中２番目に
高い「確信度が高い」

※2：極端現象の分析対象の地域：極端な高温と大雨は「世界全体の陸域」を対象とし、干ばつ
は「乾燥地域のみ」を対象としている。

※3：ここでは農業と生態系に悪影響を及ぼす干ばつを指す。

⚫「人為起源の気候変動は、極端現象の頻度と強度の増加を伴い、自然と人
間に対して、広範囲にわたる悪影響と、それに関連した損失と損害を、自然
の気候変動の範囲を超えて引き起こしている」と言及された。

第２作業部会（WG2）報告書：2022年2月公表

第３作業部会（WG3）報告書：2022年4月公表

⚫オーバーシュートしない又は限られたオーバーシュートを伴って温暖化を 1.5℃
に抑える経路と、温暖化を2℃に抑える即時の行動を想定した経路では、世
界のGHG排出量は、2020年から遅くとも2025年以前にピークに達する
と予測される。

⚫「人間の影響が大気・海洋・陸域を温暖化させてきたことは疑う余地がない」と
報告書に記載され、人間の活動が温暖化の原因であると断定※。

第１作業部会（WG1）報告書：2021年8月公表

※ 2013年の第５次評価報告書では、「可能性が極めて高い（95％以上）」とされていた。

⚫現時点で約1度温暖化しており、現状のペースでいけば2030年～2052年の間に1.5度まで上昇する可能性が高いこと、1.5度を大きく超えな
いためには、2050年前後のCO2排出量が正味ゼロとなることが必要との見解を示した。

⚫各国の2050年カーボンニュートラル宣言及びパリ協定の1.5℃目標の科学的根拠を提供。

1.5℃特別報告書：2018年10月公表

⚫継続的な温室効果ガスの排出は更なる地球温暖化をもたらし、短期（多くのシナリオでは2030年代前半）のうちに1.5℃に到達すること、温
暖化を1.5℃又は2℃に抑えるには、急速かつ大幅で、ほとんどの場合緊急の温室効果ガスの排出削減が必要であるとの見解を示した。

統合報告書：2023年３月公表

◼ IPCCは、WMO（世界気象機関）とUNEP（国連環境計画）により1988年に設置された政府間組織であり、世界の政策決
定者等に対し、科学的知見を提供し、気候変動枠組条約の活動を支援。

◼ 最新の第６次評価報告書（AR6）の執筆には、世界第一線の研究者が約800名（WG1～3）参加。
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パリ協定の概要

⚫ 世界共通の長期目標として2℃目標の設定。1.5℃に抑える努力を継続すること、今世紀後半
に温室効果ガスの人為的な排出と吸収を均衡することに言及

⚫ 主要排出国を含むすべての国が削減目標（NDC）を5年ごとに提出・更新。

⚫ 我が国提案の二国間クレジット制度（JCM）も含めた市場メカニズムの活用を位置付け。

⚫ 適応の長期目標の設定、各国の適応計画プロセスや行動の実施、適応報告書の提出と定期
的更新。

⚫ 先進国が資金の提供を継続するだけでなく、途上国も自主的に資金を提供。

⚫ すべての国が共通かつ柔軟な方法で実施状況を報告し、レビューを受けること。

⚫ 5年ごとに世界全体の実施状況を確認する仕組み（グローバル・ストックテイク）。

⚫ すべての国が長期戦略を作成し提出するよう努力すること。

⚫ COP21（2015年、仏・パリ）において採択。

⚫ 2016年発効。我が国も締結済み。

⚫ 先進国のみならず、すべての国※が参加する新たな国際枠組み。
※締約国数は193か国・地域（2021年11月時点）

パリ協定とは

パリ協定に盛り込まれた主な要素
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国連気候変動枠組条約第28回締約国会議（COP28）概要

日 時：2023年11月30日（木）～12月12日（火）
場 所：アラブ首長国連邦（ドバイ）
議 長：スルターン・ビン・アフマド・アル・ジャーベル産業・先端技術大臣 兼

気候変動特使、アブダビ国営石油会社（ADNOC）CEO
※ジャーベル議長はCOP28開催時に正式に議長に任命される予定。

概要

⚫ グローバル・ストックテイク（GST）：パリ協定の目標達成に向けた世界全体の気候変動対策の進捗評価を行う第１回GST
（注１）の完結及び成果物の発表。成果物は2025年までに通報する各国の次期NDCの策定に向けた検討材料となる。
（注１）パリ協定の目的と長期目標達成に向けた全体進捗状況の定期的な評価。2023年から５年ごとに実施予定。

⚫ 緩和野心の向上：COP27で採択された緩和作業計画（注２）の下での議論及びCOP28での閣僚級ハイレベル・ラウンド
テーブルでの議論を通じた、全ての締約国が2030年の温室効果ガスの排出削減目標（NDC）を1.5℃目標と整合的に設
定することを含む、緩和野心の向上に引き続き焦点が当たる。
（注２）COP26で設立され、COP27で2030年までの決定的な10年における緩和策の実施強化を締約国で議論していくことが決定された。

⚫ 適応：COP26で採択された適応（注３）に関する世界全体の目標（注４）に関する作業計画のとりまとめ。優先テーマや横断
的課題等を含むフレームワークの設置に向けた議論が焦点。
（注３）気候変動影響による被害の防止又は軽減措置。

（注４）適応に関する能力の向上並びに気候変動に対する強靱性の強化及び脆弱性の減少を推進する枠組み。

⚫ ロス＆ダメージ：COP27で設置が決定されたロス＆ダメージ（注５）対応のための新たな資金面の措置（基金を含む）につい
ての決定。
（注５）気候変動の悪影響に伴い生じる損失及び損害への対応。

⚫ 気候資金：年間1000億ドル目標の早期達成（注６）、2025年以降の新たな合同資金目標について、引き続き議論。
（注６）2020年までに先進国全体で年間1000億ドルを動員すること及び2021～2025年にかけても同目標を継続する公約が未達成の状況。

予想される主要論点・テーマ
ジャーベル議長
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中期目標 対象ガス
ネットゼロ
長期目標

日本
2030年度に▲46%（2013年度比）

50％の高みに向けて挑戦を続ける
全てのGHG 2050年

米国 2030年に▲50-52％（2005年比） ※2013年比▲45-47％相当 全てのGHG 2050年

英国
2030年に少なくとも▲68%（1990年比） ※2013年比▲55％相当

2035年までに▲78％（1990年比） ※2013年比▲69％相当
全てのGHG 2050年

EU

(仏・伊)
2030年に少なくとも▲55%（1990年比） ※2013年比▲44%相当 全てのGHG 2050年

ドイツ
2030年に▲65%（1990年比） ※2013年比▲54％相当

2040年に▲88%（1990年比） ※2013年比▲84％相当
全てのGHG 2045年

カナダ 2030年までに▲40-45％（2005年比） ※2013年比▲39-44％相当 全てのGHG 2050年

中国
2030年までにCO2排出量を削減に転じさせる
GDP当たりCO2排出量を▲65%超（2005年比）

CO2のみ 2060年

インド
2030年までにGDP当たりCO2排出量を▲45%（2005年比）

発電設備容量の50%を非化石燃料電源
CO2のみ 2070年

UAE 2030年までにCO2、メタン、一酸化二窒素排出量を▲19％（2019年比）

※2023年7月更新

CO2、メタン、
一酸化二窒素のみ
※代替フロン等４ガスを含まない。

2050年

※温室効果ガス（Greenhouse Gas: GHG）は、CO2、メタン、一酸化二窒素、代替フロン等4ガス（HFCs、PFCs、SF6、NF3）を指す。

主要国の削減目標
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気候変動政策の日本の分岐点

◼2021年4月22日、地球温暖化対策推進本部及

び米国主催気候サミットにおいて、菅前総理は、

2030年度に温室効果ガスを2013年度から

46％削減することを目指すこと、さらに50％の高

みに向け挑戦を続けること等を発言。

長期目標

2050年
温室効果ガス排出

実質ゼロ

中期目標

2030年度
温室効果ガス
排出46%削減
（2013年度比）

さらに、50％の
高みに向けて
挑戦を続ける

◼2020年10月26日、第203回臨時国会において、

菅前総理より、「2050年までに、温室効果ガスの

排出を全体としてゼロにする、すなわちカーボン

ニュートラル、脱炭素社会の実現を目指す」ことが宣

言された。
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我が国の温室効果ガス削減の中期目標と長期目標の推移

中期目標

2021年４月22日
温対本部・気候サミット

2030年度目標
2013年度比

46%減
を目指す

さらに、50％の高みに向けて、

挑戦を続けてまいります

＜出典＞「2021年度の温室効果ガス排出・吸収量（確報値）」及び「地球温暖化対策計画」から作成

排出量*1

（億トンCO2換算）

2021年度温室効果ガス
排出・吸収量（確報値）

11.22億トン
〈 2013年度比20.3%減〉

長期目標

基準年度 排出量
2013年度 14.08億トン

コロナ禍からの経済
回復による揺り戻し

2050年までに
排出実質ゼロ

2020年10月26日
総理所信演説

*1：地球温暖化対策計画及びNDCを受け、2014年度以降は温室効果ガス排出・吸収量を記載。
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2021年度の日本の温室効果ガス排出・吸収量（確報値）

◼ 2021年度の温室効果ガスの排出・吸収量は、11億2,200万トンで、2020年度比2.0％増加
（+2,150万トン）、2013年度比20.3%減少（▲2億8,530万トン）。

◼ 2021年度の吸収量は4,760万トン。４年ぶりに増加。
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（参考）CO2の部門別排出量（2021年度確報値）

◼ 電気・熱配分前*１の2021年度CO2排出量においては、エネルギー転換部門からの排出（40.4%）が最
も大きく、次いで産業部門（25.3%）、運輸部門（16.7%）の順となっている。

◼ 電気・熱配分後*２の2021年度CO2排出量においては、産業部門からの排出（35.1%）が最も大きく、
次いで業務その他部門（17.9%）、運輸部門（17.4%）の順となっている。

電気・熱配分前 電気・熱配分後

*１：発電及び熱発生に伴うエネルギー起源のCO2排出量を、電気及び熱の生産者側の排出として、生産者側の部門に計上した排出量
*２：発電及び熱発生に伴うエネルギ－起源のCO2排出量を、電力及び熱の消費量に応じて、消費者側の各部門に配分した排出量

＜出典＞2021年度の温室効果ガス排出・吸収量（確報値）を基に作成
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721 725 752 738 739 726 790 757

15,421 15,016 14,890 14,666 14,471 14,260 13,960 12,799
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2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

産業部門

業務その他部門

家庭部門

運輸部門

廃棄物分野（一般廃

棄物）

中国地方の部門・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の経年変化（2020年度）

◼ 2020年度の排出量は107,968千tｰCO2で、2013年度比24.8％減少（▲35,690千tｰCO2 ）、
2019年度比9％減少（▲10,710千tｰCO2 ）となっている。

118,677 107,968 143,657 132,870 134,521 139,137 

（千tｰCO2）

141,916 127,239 

※ 環境省ホームページ 自治体排出量カルテより（https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/karte.html）より編集

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/karte.html
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中国地方の排出量の部門・分野別構成比 令和2年度（2020年度）

◼ CO2排出量が最も多い部門は製造業（70,776千tCO2/年）であり、次いで、自動車、家庭、業務
のCO2排出量が多い。

※ 環境省ホームページ 自治体排出量カルテより（https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/karte.html）より編集

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/karte.html
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（参考）排出量の部門・分野別構成比 令和2年度（2020年度）

32　島根県

令和2年度

排出量

(千t-CO2)

合　　計　 5,395 100%

産業部門 1,735 32%
製

造
製造業 1,302 24%

建

設
建設業・鉱業 68 1%

農

林
農林水産業 365 7%

業

務
業務その他部門 1,191 22%

家

庭
家庭部門 1,125 21%

運輸部門 1,283 24%

自動車 1,167 22%
旅

客
旅客 585 11%

貨

物
貨物 582 11%

鉄

道
鉄道 42 1%

船

舶
船舶 74 1%

廃

棄
廃棄物分野（一般廃棄物） 62 1%

部門 構成比

産業部門

32%

業務その他部門

22%

家庭部門

21%

運輸部門

24%

製造業

建設業・鉱業

農林水産業

業務その他部門

家庭部門

自動車

鉄道

船舶

一般廃棄物

31 鳥取県

令和2年度

排出量

(千t-CO2)

合　　計　 3,581 100%

産業部門 950 27%
製

造
製造業 653 18%

建

設
建設業・鉱業 38 1%

農

林
農林水産業 259 7%

業

務
業務その他部門 762 21%

家

庭
家庭部門 783 22%

運輸部門 1,026 29%

自動車 982 27%
旅

客
旅客 496 14%

貨

物
貨物 487 14%

鉄

道
鉄道 34 1%

船

舶
船舶 10 0%

廃

棄
廃棄物分野（一般廃棄物） 60 2%

部門 構成比

産業部門

26%

業務その他部門

21%
家庭部門

22%

運輸部門

29%

製造業

建設業・鉱業

農林水産業

業務その他部門

家庭部門

自動車

鉄道

船舶

一般廃棄物

※ 環境省ホームページ 自治体排出量カルテより（https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/karte.html）

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/karte.html
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（参考）排出量の部門・分野別構成比 令和2年度（2020年度）

※ 環境省ホームページ 自治体排出量カルテより（https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/karte.html）

33 岡山県

令和2年度

排出量

(千t-CO2)

合　　計　 34,807 100%

産業部門 25,774 74%
製

造
製造業 25,406 73%

建

設
建設業・鉱業 139 0%

農

林
農林水産業 229 1%

業

務
業務その他部門 2,509 7%

家

庭
家庭部門 2,744 8%

運輸部門 3,525 10%

自動車 3,148 9%
旅

客
旅客 1,678 5%

貨

物
貨物 1,470 4%

鉄

道
鉄道 117 0%

船

舶
船舶 259 1%

廃

棄
廃棄物分野（一般廃棄物） 256 1%

部門 構成比

産業部門

74%

業務その他部門

7%

家庭部門

8%

運輸部門

10%

製造業

建設業・鉱業

農林水産業

業務その他部門

家庭部門

自動車

鉄道

船舶

一般廃棄物

34 広島県

令和2年度

排出量

(千t-CO2)

合　　計　 39,464 100%

産業部門 26,203 66%
製

造
製造業 25,735 65%

建

設
建設業・鉱業 168 0%

農

林
農林水産業 300 1%

業

務
業務その他部門 4,575 12%

家

庭
家庭部門 3,984 10%

運輸部門 4,461 11%

自動車 3,734 9%
旅

客
旅客 2,114 5%

貨

物
貨物 1,619 4%

鉄

道
鉄道 174 0%

船

舶
船舶 553 1%

廃

棄
廃棄物分野（一般廃棄物） 241 1%

部門 構成比

産業部門

66%

業務その他部門

12%

家庭部門

10%

運輸部門

11%

製造業

建設業・鉱業

農林水産業

業務その他部門

家庭部門

自動車

鉄道

船舶

一般廃棄物

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/karte.html


16

（参考）排出量の部門・分野別構成比 令和2年度（2020年度）

※ 環境省ホームページ 自治体排出量カルテより（https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/karte.html）

35 山口県

令和2年度

排出量

(千t-CO2)

合　　計　 24,720 100%

産業部門 18,075 73%
製

造
製造業 17,680 72%

建

設
建設業・鉱業 133 1%

農

林
農林水産業 261 1%

業

務
業務その他部門 1,799 7%

家

庭
家庭部門 2,203 9%

運輸部門 2,505 10%

自動車 2,129 9%
旅

客
旅客 1,170 5%

貨

物
貨物 959 4%

鉄

道
鉄道 84 0%

船

舶
船舶 291 1%

廃

棄
廃棄物分野（一般廃棄物） 139 1%

部門 構成比

産業部門

73%

業務その他部門

7%

家庭部門

9%

運輸部門

10%

製造業

建設業・鉱業

農林水産業

業務その他部門

家庭部門

自動車

鉄道

船舶

一般廃棄物

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/karte.html
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GX（グリーン・トランスフォーメーション）について

GXとは • 産業革命以来の化石エネルギー中心の産業構造・社会構造をクリーンエネルギー中心に転換する概念
• 脱炭素と産業競争力強化・経済成長の同時実現を目指す

GXを支える法体系

GX推進法 GX脱炭素電源法

• 地域と共生した再エネの最大限の導入拡大支援
• 安全確保を大前提とした原子力の活用／廃炉の推進

• GX経済移行債の発行
• 成長志向型カーボンプライシングの導入

GX推進戦略

規制・支援一体型投資促進策 成長志向型カーボンプライシング

• 10年間で150兆円超の官民投資
• 政府から10年間で20兆円規模の支援

←GX経済移行債
• 環境省もGX財源を活用し、断熱窓改修、商用車
電動化、地域脱炭素等を支援

炭素排出に値付けをし、GX関連製品・事業の付加価値向上

⇒GXに先行して取り組む事業者へのインセンティブ付与

・2026年度～ 「排出量取引制度」の本格稼働
・2028年度～ 炭素に対する「賦課金」（化石燃料賦課金）
・2033年度～ 排出量取引の段階的有償化（発電事業者）

GX実行会議

• 総理を議長、官房長官・GX実行推進担当大臣（経産大臣）を副議長とした会議。

• 環境大臣は外務大臣、財務大臣とともに常設の構成員として出席するほか、有識者13名も参加。

• 2022年7月以来これまで7回開催され、GXに関わる方針等を議論。

（2023年7月28日閣議決定）
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脱炭素政策による成長型経済へ（GXに向けて）
2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

カーボンプ
ライシング
によるGX
投資先
行

インセン
ティブ

2030年代

2050

炭素に対する賦課金（2028年度～）

・化石燃料輸入者等を対象とした「炭素に対する賦課金」

制度の導入

試行（2023年度～）

・既に日本のCO2排出量の４割以上を

占める企業が賛同

規制の強化、諸制度の整備などによる脱炭素化・新産業の需要創出
（例.省エネ法、高度化法、建築物省エネ法などにおける基準強化や対象範囲の拡大、公共調達の導入など）規制・

制度

支援

官民投資の呼び水となる政府による規制・支援一体型投資促進策
（例.長期・複数年度、「産業競争力強化・経済成長」×「排出削減」を実現する分野を対象など）

GX-ETS

炭素に
対する
賦課金

排出量取引市場の本格稼働（2026年度～）

・更なる参加率向上に向けた方策の実行

・政府指針を踏まえた目標、民間第三者認証の要件化

・規律強化（指導監督、遵守義務等）

グリーン、トランジション・ファイナンス等の

環境整備・国際発信

国内

国内外

「GX経済移行債」（仮称）の発行

更なる発展

・2033年度から、段階

的な有償化（有償

オークション）

グローバル

アジア

サステナブルファイナンスの市場環境整備等

規制・支援
一体型

投資促進策

新たな
金融手法
の活用

国際展開
戦略

現実的なトランジションの取組をグローバルに拡大
G7(日本開催)

G7をはじめとする国際枠組みを活用しグローバルなルールメイキングを主導、それにより日本技術を普及拡大

AZEC閣僚
会合を開催

技術フェーズなどを踏まえた、段階的な規制強化など

既存技術を中心に、より先行して投資する事業者を支援

新技術の商用化・立ち上げ支援

ブレンデッド・ファイナンス

の手法開発・確立

産業のトランジションやイノベーションに対する公的資金と民

間金融の組み合わせによる、リスクマネーの供給強化

クリーン市場の形成、イノベーション協力の主導（例.グリーン製品の国際的な評価手法等の確立、企業の削減貢献を評価する新たな価値軸の構築など）

AZEC構想の実現による、現実的なエネルギートランジションの後押し（例.AETIの加速的展開、JCMの推進、各国とのエネルギー協力（二国間・多国間協力等））

AZEC閣僚会合を継続（技術面、資金面、人材面等での手厚い支援と政策協調で、市場拡大による新技術拡大・コスト低減を図る）

今
後
１
０
年
間
で
１
５
０
兆
円
超
の
官
民
投
資

ブレンデッド・ファイナンスの確立・実施

GX経済
移行債



19

GX実現に向けた環境省の取組

GX基本方針等を踏まえ、GX・脱炭素の取組を推進するため、環境省として以下に取り組む。

⚫ 地域脱炭素 ⇒ 脱炭素先行地域をはじめとする先行的取組の深化・加速化（2030年度までに100箇所以上創出
 （現在62箇所選定済み））、地域主導の脱炭素移行（自治体、地域金融、地域企業の取組支援）、
地域脱炭素を推進する人的資本投資等
※「地域脱炭素の推進のための交付金」（R5予算+R4補正：400億円）

 「株式会社脱炭素化支援機構（JICN）」の設立（2022年10月） 等

⚫ くらし ⇒ 住宅の断熱改修支援（R4補正(環境省+経産省)：1,000億円）や住宅・建築物ZEH・ZEB化の支援、
新しい国民 動の展開等を通じた行動変容・ライフスタイル変革

⚫ 自動車  ⇒ 商用車の電動化促進（R5予算：136億円）
⚫ 資源循環 ⇒ 動静脈連携による資源循環の促進、資源循環加速のための投資支援

GXを推進するための支援措置等

⚫ 脱炭素市場の創出（例:パリ協定６条実施パートナーシップ）×脱炭素プロジェクトの拡大（例:都市間連携による都市の脱炭素化・強靭化）

⚫ JCM(二国間クレジット制度) ⇒ パートナー国の更なる拡大（2025年をめどに30ヵ国程度）や実施体制強化等を通じた推進
⚫ 「日ASEAN気候変動アクションアジェンダ2.0」の取組推進

国際展開戦略 （アジア・ゼロエミッション共同体構想等への貢献）

カーボンプライシング ⇒ GX基本方針を踏まえた取組を経済産業省と連携して推進（国際的にも発信）

新たな金融手法の活用

⇒ グリーンボンド発行促進、地域金融機関による融資先支援の具体化、脱炭素アドバイザー資格制度創設、
中小企業の脱炭素化支援

⇒ 株式会社脱炭素化支援機構の活用によるブレンデッド・ファイナンス※を通じた民間投資の促進
※官民両セクターのシナジー効果を最大化し、両セクターの投資家が行うインパクト投資の貢献度を最大限レバレッジすることを意図した投資スキーム。



地域・くらしのGXの推進等
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地域脱炭素ロードマップ 対策・施策の全体像

2020 2030 20502025

5年間の集中期間に
政策総動員 脱

炭
素
で
強
靭
な
活
力
あ
る

地
域
社
会
を
全
国
で
実
現

①少なくとも100か所の脱炭素先行地域

②重点対策を全国津々浦々で実施

全
国
で
多
く
の
脱
炭
素
ド
ミ
ノ

★基盤的施策

2050年を
待たずに

「みどりの食料システム戦略」「国土交通グリーンチャレンジ」「2050カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」等
の政策プログラムと連携して実施する

⚫ 今後の5年間に政策を総動員し、人材・技術・情報・資金を積極支援
①2030年度までに少なくとも100か所の「脱炭素先行地域」をつくる
②全国で、重点対策を実行（自家消費型太陽光、省エネ住宅、電動車など）

⚫ ３つの基盤的施策（①継続的・包括的支援、②ライフスタイルイノベーション、③制度改革）を実施
⚫ モデルを全国に伝搬し、2050年を待たずに脱炭素達成（脱炭素ドミノ）
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◼ 地域脱炭素ロードマップに基づき、2025年度までに少なくとも100か所の脱炭素先行地域を選定
し、脱炭素に向かう地域特性等に応じた先行的な取組実施の道筋をつけ、2030年度までに実行

◼ 農村・漁村・山村、離島、都市部の街区など多様な地域において、地域課題を解決し、住民の暮ら
しの質の向上を実現しながら脱炭素に向かう取組の方向性を示す。

スケジュール

脱炭素先行地域とは

民生部門（家庭部門及び業務その他部門）の電力消
費に伴うCO2排出の実質ゼロを実現し、運輸部門や熱利
用等も含めてその他の温室効果ガス排出削減も地域特
性に応じて実施する地域。

脱炭素先行地域とは

民生部門の
電力需要量

再 ネ等の
電力供給量

省 ネによる
電力削減量＋＝

※今後の選定状況次第で、2025年度を待たずに募集を終了する可能性があります。

第1回選定 第２回選定 第３回選定 第４回選定 第5回選定

募集期間 ＜2022年＞
１月25日～２月21
日

＜2022年＞
７月26日～８月26
日 

＜2023年＞
２月７日～２月17日

＜2023年＞
８月18日～８月28
日

＜2024年＞
検討中

結果公表 ４月26日 11月1日 ４月28日 11月7日 未定

選定数 26（提案数79） 20（提案数50） 16（提案数58） 12（提案数54） -

2020 2030 20502025

地域特性に応じた取組の実施に道筋

①少なくとも100か所の脱炭素先行地域
②重点対策を全国津々浦々で実施

全
国
で
多
く
の
脱
炭
素
ド
ミ
ノ

2050年を
待たずに

脱
炭
素
地
域
社
会

を
全
国
で
実
現

快適・利便
断熱・気密向上

公共交通

循環経済
生産性向上
資源活用

地域課題を解決し、地域の魅
力と質を向上させる地方創生
へ

経済・雇用
再エネ・自然資源地産地消

防災・減災
非常時のエネルギー源確保

生態系の保全

2030年度までに実行
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◼ 地域特性に応じた地方創生やまちづくりにも資する多様な脱炭素化モデルを創出するため、①関係省庁と連携した施策間連
携、②複数の地方公共団体が連携した地域間連携、③地域版GXに貢献する取組、④生物多様性・資源循環との統合的
な取組、⑤民生部門電力以外の温室効果ガス削減に貢献する取組を「重点選定モデル」として募集し、要件に該当する優れ
た提案を優先的に選定。

第３回及び第４回募集における主な変更点

①施策間連携
各府省庁の支援事業を複数
組み合わせて取組を実施する
こと等により、施策間の相乗
効果が期待できること。

②地域間連携
再エネ電力の融通や需給
管理等、具体的な連携策
により一体的に取り組むな
ど、複数の地方公共団体
が連携して広域的に取り組
むこと。

③地域版GX
自営線マイクログリッドなどの削
減効果の大きな技術を導入す
ることにより、当該技術の新た
な需要を創出し、地域経済へ
の貢献と経済成長につながるこ
とが期待できること。

⑤民生電力以外の取組
地域と暮らしに密接に関わる自
動車・交通、農林水産業や観
光等の地場産業、廃棄物・下
水処理等の分野の温室効果ガ
スの排出等の削減に大きく貢献
すること。

「重点選定モデル」の創設

◼ 脱炭素事業は地方公共団体だけで取り組むことはできず、民間事業者等との連携が不可欠であることから、第３回の公募か
ら、提案の実現可能性を高めるため、民間事業者等との共同提案を必須としている。

民間事業者等の共同提案の要件化

④生物多様性・資源循環
との統合的な取組
生物多様性の保全や資源循
環に関する事業と脱炭素先行
地域の取組を組み合わせて統
合的に実施すること。
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脱炭素先行地域の選定状況（第１回～第４回）

◼ 第４回において、12提案（１県12市町）を選定した。

◼ 第１回から第４回までで、全国36道府県95市町村の74提案が選定となった。

◼ これまでに選定された計画提案が１件もない都道府県は、11都県となった（地図中の空白部）。
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脱炭素先行地域の例

⚫ 木質バイオマス発電・ソーラーシェアリングを導入して村
内の農林業活性化

⚫ 地元金融機関もメンバーに加えた「関川村地球温暖
化対策会議」の中でリスク分析、事業スキーム、事
業採算性等を明確にし、当初予定を大幅に前倒しし
て令和５年５月に地域 ネル ー会社を設立

豪雪地の地元金融機関と連携した再 ネ導入
（新潟県関川村）

中山間地域での地域新電力による脱炭素化
（熊本県球磨村）

⚫ 地域新電力と連携し、集合災害公営住宅等に自
 消費型太陽光発電・蓄電池を導入し、令和２
年７月豪雨からの復興とレジリエンス強化を実現

⚫ 既存の地域新電力と連携し、太陽光・蓄電池の設
置や需要のとりまとめを円滑に実施

石狩湾新港地域でのバイオマス・風力等を活
用した脱炭素化（北海道石狩市）

⚫ 洋上風力発電の余剰電力を活用した水素サプライ
チェーンの構築・CNP(カーボンニュートラルポート)の
形成に向けた取組が進められている石狩湾新港に集
積するデータセンター群を脱炭素化

⚫ 森林組合、木材流通業者等で構成する協議会を立
ち上げ、林地残材を利活用するサプライチェーンを構
築し、バイオマス発電により再エネを共有

⚫ 畜 ふん尿の処理過程で発生するメタンガスを利用
したバイオガス発電等の電力を地域新電力を通じて
町全域の  ・業 ビル等に供給し脱炭素化

⚫ 地元金融機関の協力のもと、町民向けの太陽光発電
設備導入支援事業と連動した独自の無利子の貸付
制度を創設

畜 ふん尿を地域の ネル ーに
（北海道上士幌町）

バイオガスプラント

石狩湾新港田舎の体験交流館さんがうら

世界で戦える脱炭素都市を目指して
（神奈川県横浜市）

⚫ エネルギー需要量の高いみなとみらい21地区の商業施
設を、市営住宅等を活用した太陽光発電導入、東北
13市町村等からの再 ネ電気調達、大規模デマンド
レスポンス（需要調整）により脱炭素化、世界の都市
間の競争力を向上

みなとみらい21含む市内沿岸部

オフサイトPPA導入による再 ネ導入
（宮城県東松島市）

⚫ 利活用が課題となっている防災集団移転元地にオフサイ
トPPAを導入し、高台移転した住宅等へ再エネ電力を
供給、地域新電力が蓄電池等を活用した ネマネを実
施

⚫ 震災により廃校となった小学校を改修した体験型教育施
設を中心に自営線マイクログリッドを構築し、レジリエン
ス強化を図る

手前が高台移転した野蒜地区 奥が防災集団移転元地



26

脱炭素先行地域（第４回）選定 主な事例

既存共同溝を活用した
レジリ ンス強化と熱の脱炭素化

＜茨城県つくば市＞

 TXつくば駅周辺エリアにおいて、既存の地域冷暖房共同
溝を活用した自営線マイクログリッドを構築し、中心市街
地でのレジリエンス強化と脱炭素化を実現。

中心市街地の脱炭素化、アルミ 業
と連携した使用済PVパネル資源循環

＜富山県高岡市＞

 基幹産業であるアルミ 業を巻き込み、先行地域内外で
発生する使用済太陽光パネルをマテリアルリサイクルし、
サーキュラー コノミーモデルを構築。

 中心市街地の飲食店・民間施設等にオンサイトPPAにより
太陽光・蓄電池を導入するとともに、大型商業施設・宿泊
施設の省エネ改修・ZEB化を推進。

地域協働型の小水力発電所の推進
＜岐阜県高山市＞

 地域住民に予め維持管理や共同出資などの地域参画や
地域貢献手法を提示して合意形成を図り、地域協働型
小水力発電を整備する「飛騨高山モデル」を更に推進。

 事業で得られた収益の一部を「まちづくり協議会」の取組の
原資とすることにより、地域サービスとして還元。

歴史文化・夜景観光と脱炭素化の
融合によるサステナブルツーリズムの展開

＜長崎県長崎市＞

 重要伝統的建造物群保存地区・市街地中心エリアの夜
景観光ランドマーク施設について、歴史的特徴・景観に配
慮した省 ネ改修と街路灯のLED化、再エネ電力供給に
より脱炭素化。

 世界新三大夜景のライトアップ施設群も脱炭素化を図り、
歴史文化と夜景観光に脱炭素を融合させた「長崎市版サ
ステナブルツーリズム」として、「持続可能な観光ガイドライン
(JSTS-D)」の認証取得を目指す。

県主導のRE100 業団地の創出
＜熊本県＞

 RE100を標榜する世界的半導体メーカーTSMCの進出に
合わせ、阿蘇くまもと空港と隣接する産業集積拠点を中心
に、オンサイトPPAによる太陽光・蓄電池、ダム湖での水上
太陽光発電、木質バイオマス発電等を導入し、脱炭素化。

 再 ネ供給により、脱炭素を推進する企業誘致を加速する
とともに、民生・産業部門へ取次契約により再エネ電気を供

筑波研究学園都市の地域冷暖房共同溝

 グリーン水素混焼可
能なCGS導入等に
より熱を脱炭素化。

 これらにより、脱炭
素を希求するスター
トアップ企業等の誘
致等を図る。

筑波研究学園都市の並木道

高岡市中心市街地 福岡金属工業団地

飛騨高山モデル 小水力発電施設

給する地域
エネルギー会
社を新設し、
全県展開も
目指す。

上：阿蘇くまもと空港周辺エリア
右：2023年3月に供用開始した

阿蘇くまもと空港の新旅客ターミナルビル



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 
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地域脱炭素の推進のための交付金
（地域脱炭素移行・再エネ推進交付金、特定地域脱炭素移行加速化交付金等）

事業イメージ

（１）（２）交付金、（３）委託費

足元のエネルギー価格高騰への対策の必要性も踏まえつつ、民間と共同して取り組む地

方公共団体を支援することで、地域全体で再エネ・省エネ・蓄エネといった脱炭素製品・

技術の新たな需要創出・投資拡大を行い、地域・くらし分野の脱炭素化を推進する。

（１）地域脱炭素移行・再エネ推進交付金

①脱炭素先行地域づくり事業への支援

②重点対策加速化事業への支援

（２）特定地域脱炭素移行加速化交付金【GX】

民間裨益型自営線マイクログリッド等事業への支援

（３）地域脱炭素施策評価・検証・監理等事業

「脱炭素先行地域」やその取組を支援する「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金」

等について評価・検証し、事業の改善に必要な措置を講ずるとともに、適正かつ効率

的な執行監理を実施する。

「地域脱炭素ロードマップ」（令和３年６月９日第３回国・地方脱炭素実現会議決定）、地球温暖化対策計画（令和３年10月22日閣議決定）

及び脱炭素成長型経済構造移行推進戦略（ＧＸ推進戦略。令和５年７月28日閣議決定。）等に基づき、民間と共同して意欲的に脱炭素に取り組

む地方公共団体等に対して、地域の脱炭素への移行を推進するために本交付金を交付し、複数年度にわたり継続的かつ包括的に支援する。これ

により、地球温暖化対策推進法と一体となって、少なくとも100か所の「脱炭素先行地域」で、脱炭素に向かう地域特性等に応じた先行的な取

組を実施するとともに、脱炭素の基盤となる重点対策を全国で実施し、国・地方連携の下、地域での脱炭素化の取組を推進する。

意欲的な脱炭素の取組を行う地方公共団体等に対して、「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金」等により支援します。

【令和６年度要求額 66,000百万円（35,000百万円）】

（１）（２）地方公共団体等、（３）民間事業者・団体等

令和４年度～令和１２年度

環境省大臣官房地域脱炭素推進審議官グループ地域脱炭素事業推進課 電話：03-5521-8233

■交付対象・委託先

2020 2030 20502025

地域特性に応じた取組の
実施に道筋

①少なくとも100か所の脱炭素先行地域
②重点対策を全国津々浦々で実施

全
国
で
多
く
の
脱
炭
素
ド
ミ
ノ

脱
炭
素
地
域
社
会

を
全
国
で
実
現

2030年度までに
実行

快適・利便
断熱・気密向上、公共交通

循環経済
生産性向上、資源活用

経済・雇用
再エネ・自然資源地産地消

防災・減災
非常時のエネルギー源確保

生態系の保全

2050年を
待たずに

地域課題を解決し、
地域の魅力と質を向
上させる地方創生へ

＜参考：（１）（２）交付スキーム＞

民間事業者等国 地方公共団体

国 地方公共団体

(b)民間事業者等も事業
を実施する場合

(a)地方公共団体が事業
を実施する場合
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地域脱炭素の推進のための交付金 事業内容

※①（太陽光発電設備除く）及び②について、財政力指数が全国平均
（0.51）以下の自治体は3/4。②③の一部は定額

（１）地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 （２）特定地域脱炭素移行
加速化交付金【GX】事業区分 脱炭素先行地域づくり事業 重点対策加速化事業

交付要件
○脱炭素先行地域に選定されていること
（一定の地域で民生部門の電力消費に伴うCO2排出実質ゼロ達

成 等）

○再エネ発電設備を一定以上導入すること
（都道府県・指定都市・中核市・施行時特例市：

1MW以上、その他の市町村：0.5MW以上）

○脱炭素先行地域に選定されている
こと

対象事業

１）CO2排出削減に向けた設備導入事業 （①は必須）
①再エネ設備整備（自家消費型、地域共生・地域裨益型）

地域の再エネポテンシャルを最大限活かした再エネ設備の導入
・再エネ発電設備：太陽光、風力、中小水力、バイオマス
等（公共施設への太陽光発電設備導入はPPA等に限る）

・再エネ熱利用設備/未利用熱利用設備：地中熱､温泉熱 等
②基盤インフラ整備

地域再エネ導入･利用最大化のための基盤インフラ設備の導入
・自営線、熱導管
・蓄電池、充放電設備
・再エネ由来水素関連設備
・エネマネシステム 等

③省CO2等設備整備
地域再エネ導入･利用最大化のための省CO2等設備の導入
・ZEB・ZEH、断熱改修
・ゼロカーボンドライブ（電動車、充放電設備等）
・その他省CO2設備（高効率換気・空調、コジェネ等）

２）効果促進事業
１）「CO2排出削減に向けた設備導入事業」と一体となっ

て設備導入の効果を一層高めるソフト事業 等

①～⑤のうち２つ以上を実施 （①又は②は必須）
①屋根置きなど自家消費型の太陽光発電 ※
（例：住宅の屋根等に自家消費型太陽光発電設

備を設置する事業）
※公共施設への太陽光発電設備導入はPPA等に限る

②地域共生・地域裨益型再エネの立地
（例：未利用地、ため池、廃棄物最終処分場等

を活用し、再エネ設備を設置する事業）
③業務ビル等における徹底した省エネと改修時

等のZEB化誘導
（例：新築・改修予定の業務ビル等において省

エネ設備を大規模に導入する事業）
④住宅・建築物の省エネ性能等の向上
（例：ZEH、ZEH＋、既築住宅改修補助事業）
⑤ゼロカーボン・ドライブ ※
（例：地域住民のEV購入支援事業、EV公用車

を活用したカーシェアリング事業）
※ 再エネとセットでEV等を導入する場合に限る

民間裨益型自営線マイクログリッド
等事業

官民連携により民間事業者が裨益
する自営線マイクログリッドを構築
する地域等において、温室効果ガス
排出削減効果の高い再エネ・省エ
ネ・蓄エネ設備等の導入を支援する。

交付率 原則２／３ ２／３～１／３、定額 原則２／３

事業期間 おおむね５年程度

備考
○複数年度にわたる交付金事業計画の策定・提出が必要（計画に位置づけた事業は年度間調整及び事業間調整が可能）
○各種設備整備・導入に係る調査・設計等や設備設置に伴う付帯設備等は対象に含む
○経済成長に資する地域の脱炭素への移行を加速化するための経費については、予算編成過程において検討する

家畜排せつ物の
エネルギー利用

住宅建築物の
ZEB／ZEH ゼロカーボン・ドライブ再エネ水素利用

省エネ設備の
最大限採用

エネルギーマネジメント
システム導入

木質バイオマス
のエネルギー利用

屋根置き自家消費型
太陽光発電 蓄電池の導入

自営線
マイクログリッド
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令和4年度開始 令和5年度開始

32自治体 78自治体

東北ブロック(4県、7市町)

岩手県 岩手県、宮古市、一関市、矢巾町

宮城県 宮城県、仙台市、東松島市

秋田県 鹿角市

山形県 山形県

福島県 福島県、喜多方市

関東ブロック(5県15市町)

栃木県 栃木県、那須塩原市

埼玉県 埼玉県、さいたま市、入間市、新座市、白岡市

神奈川県 横浜市、相模原市、小田原市、厚木市、大和市、開成町

新潟県 新潟県、新潟市、妙高市

山梨県 山梨県

静岡県 静岡県、沼津市、富士市

中部ブロック(6県、17市町)

富山県 富山県、富山市、魚津市、氷見市、立山町

石川県 加賀市、津幡町

福井県 福井県

長野県 長野県、伊那市、佐久市、東御市、安曇野市、箕輪
町、 高森町、小布施町

岐阜県 岐阜県、美濃加茂市、山県市

愛知県 愛知県、岡崎市

三重県 三重県、志摩市

中国ブロック(3県、9市町)

鳥取県 鳥取県

島根県 出雲市、美郷町

岡山県 岡山県、新見市、瀬戸内市

広島県 呉市、福山市、東広島市、
廿日市市、 北広島町

山口県 山口県

四国ブロック(3県4市町)

徳島県 徳島県

愛媛県 愛媛県、新居浜市、鬼北町

高知県 高知県、高知市、土佐町

九州ブロック(6県、11市町村)

福岡県 福岡県、福岡市、北九州市、
久留米市、糸島市、大木町

長崎県 長崎県、松浦市

熊本県 熊本県、荒尾市

大分県 大分県、中津市

宮崎県 宮崎県

鹿児島県 鹿児島県、鹿屋市、南九州市、
宇検村

北海道ブロック(8市町)

北海道 札幌市、苫小牧市、登別市、当別町、 
喜茂別町、滝上町、士幌町、鹿追町

近畿ブロック(2県10市町)

滋賀県 滋賀県 

京都府 京都市、向日市、京丹後市  

大阪府 八尾市、河内長野市

兵庫県 芦屋市、宝塚市

奈良県 奈良県、奈良市

和歌山県 和歌山市、那智勝浦町

重点対策加速化事業の計画策定状況

◼ 令和5年5月末現在、重点対策加速化事業として110自治体を選定（29県、81市町村）

※令和4年5月30日内示 13件
※令和4年7月14日内示 9件
※令和4年9月22日内示 7件
※令和5年3月14日内示 3件

※令和5年4月28日内示 74件
※令和5年5月29日内示 4件
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◼ 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（重点対策加速化事業）は、全国津々浦々で重点的に導入促進を図るべき屋根
置きなど自家消費型の太陽光発電やゼロカーボンドライブなどの取組を、地方公共団体が複数年度にわたり複合的に実施
する場合に支援を行うものであり、2030年度排出削減目標達成等のために全国的な再エネ導入等の底上げを図るもの

◼ 再 ネ発電設備の一定以上の導入が必要（都道府県・指定都市・中核市・施行時特例市：1MW以上、その他の市町
村：0.5MW以上）

重点対策①
屋根置きなど自 消費型の太陽光発電

重点対策④
住宅・建築物の省 ネ性能等の向上

重点対策②
地域共生・地域裨益型再 ネの立地

重点対策⑤
ゼロカーボン・ドライブ

重点対策③
公共施設など業 ビル等における徹底した省 ネと再 
ネ電気調達と更新や改修時のZEB化誘導

⚫条例で独自に義 付ける基準量以上の再 ネを導
入する約700施設への太陽光発電導入を支援。

⚫県内市町村と連携し、
JA等への木質バイ
オマス設備約60台
の導入を支援。

⚫県独自の高性能住宅「や
まがた健康住宅」600戸
の導入を支援。省エネ設
備だけではなく、太陽光や
蓄電池の同時導入を支援。

⚫個人への車載型蓄電池75
台導入を支援（町の協調
補助あり）。災害協定を交
わし、大規模災害の際に非
常用電源として活用。

⚫警察駐在所をゼロカーボン駐在所としてZEB化

【京都府京都市の事例】 【高知県の事例】 【長野県の事例】

【山形県の事例】 【島根県美郷町の事例】

事業所の屋根置き太陽光発電設備

電気自動車からの外部給電やまがた健康住宅 資料）飯豊町

ビニールハウス用
バイオマスボイラー

ゼロカーボン駐在所

重点対策加速化事業の取組例



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 
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地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業のうち、
（３）地域脱炭素実現に向けた中核人材の確保・育成事業

事業イメージ

委託事業

2050年カーボンニュートラルの実現に向け、多くの自治体で脱炭素分野の人材不足が課題である。地域課題の解決や地

方創生に貢献する取組として脱炭素事業を計画・実行していくためには、地域の人材が主体的に取り組むことが不可欠

である。このため、即戦力としての人材派遣、人材育成、先進地域や企業・専門家とのネットワーク構築により、地域

脱炭素の実現を担う中核人材を確保・育成し、ノウハウを伝播することで、脱炭素ドミノの実現に貢献する。

地域での脱炭素実現のための計画づくり、合意形成、事業運営を担う中核人材を確保・育成します。

民間事業者・団体等

令和３年度～令和７年度 ※（３）②③は令和５年度～

■委託対象

① 地域脱炭素実現に向けた中核人材育成事業
地域での脱炭素事業の持続的な実施に必要な中核人材の育成、他地域の

中核人材との相互学習関係の構築を行う。

② 地域脱炭素を加速化するための企業・自治体のネットワーク構築事業
脱炭素先行地域等の優れた取組のノウハウの共有や、多様な人材が互い

の技術・資金・情報を持ち寄り、地域における脱炭素の取組で協業する
ことを促すネットワークを構築するためのプラットフォームを運営する。

③ 即戦力となる地域脱炭素人材の確保に向けた支援事業
 自治体に対して、地域脱炭素実現に向けた総合的な戦略策定や脱炭素事

業創出に関するアドバイザーとして、専門家や企業人材を選定・派遣す
るための体制構築、自治体における地域脱炭素を加速させるための人材
支援のノウハウを蓄積・共有し、事例集としてまとめる。 自治体自治体

脱炭素人材の増加・優良事例のノウハウ伝播

2050年カーボンニュートラルの実現

企業・
先進自治体

②ネットワーク構築

企業・専門家

①中核人材育成 ③専門家派遣

環境省大臣官房地域政策課 電話：03-5521-8328
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地域共生型再 ネ導入促進に向けた取組

◼ GX実現に向けた基本方針において「温対法等も活用しながら、地域主導の再エネ導入を進める」

こととされた。

◼先行地域・再エネ交付金・株式会社脱炭素化支援機構等を活用し、自治体や地域企業が地域主導の脱
炭素化を進めることが、地域共生の近道。

◼ これに加え、各省の事業規制・土地利用規制、環境アセスメント、促進区域制度によって、地域共生
型再エネの導入を促進。

◼ 促進区域制度では、再エネ事業に求める環境保全・地域貢献の取組を市町村が実行計画に位置づけ、
適合する事業計画を認定、地域の合意形成を図りつつ、地域共生型再エネの導入を促進。

促進区域に係る全国一律の環境配慮基準の策定
促進区域に係る地域の自然的社会的条件に応じた環境配慮基準の策定

市町村：促進区域等の策定 市町村：事業計画の認定事業者：事業計画の作成

（参考）促進区域制度のイメージ

協議

同意

協議会

地域に役立つ再 ネ事業を誘致
事業の予見可能性が向上
協議会の活用等により、合意形成がスムーズに

地域資源である再 ネの使い方や誘導したい リアを、
地域自らが議論

情報の重ね合
せと議論

事業者

環境保全等に関する情報

その他

再エネポテンシャル

促進区域

事業計画の確認
国

都道府県
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株式会社 脱炭素化支援機構の活用による民間投資の促進

○再エネ・蓄エネ・省エネ、資源の有効利用等、
脱炭素社会の実現に資する幅広い事業領域を対象。

○出資、メザニンファイナンス（劣後ローン等）、
債務保証等を実施。

組織の概要

【出資金】217億円
○民間株主（85社、108.5億円）：

・金融機関：日本政策投資銀行、３メガ銀、
地方銀行など58機関

・事業会社：エネルギー、鉄鋼、化学など27社

○国（財政投融資等、設立時108.5億円）
・R5：最大600億円（産業投資と政府保証の合計）

・R6要求額：最大600億円（産業投資と政府保証の合

計）

株式会社 脱炭素化支援機構

出資・メザニン・
債務保証等

出資

金融機関・企業等

出資・融資

【エネ起CO2削減以外】
⚫ 資源循環
（廃棄物焼却CO2削減）
⚫ 森林吸収源対策

【エネルギー起源CO2削減】
⚫ 再エネ・省エネ設備
⚫ 再エネ・省エネ設備とその他の設

備を一体で導入する事業
⚫ 普及拡大段階の大規模事業

各種認可、監督命令
支援基準策定

環境大臣

投
資
分
野

金融機関・
企業等

財政投融資
（産業投資）

出資

脱炭素に資する多様な事業への投融資（リスクマネー供給）を行う官民ファンド
「株式会社 脱炭素化支援機構」設立

（地球温暖化対策推進法に基づき2022年10月28日に設立）

支援対象・資金供給手法

（想定事業イメージ例）
・地域共生・裨益型の再生可能エネルギー開発
・火力発電のバイオマス・アンモニア等の混焼

・プラスチックリサイクル等の資源循環
・森林保全と木材・エネルギー利用 等

脱炭素に必要な資金の流れを太く・早くし、地方創生や人材育成など価値創造に貢献
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株式会社脱炭素化支援機構（JICN）支援決定 公表済案件一覧

名称 概要 支援公表日

WOTA（株） 従来型の大規模上下水道施設に代わる小規模分散型水循環システムの開発、製造、販売。 3月24日

（株）ゼロボード
事業者の脱炭素対策の策定を支援するGHG排出量の算定・可視化のシステムを開発、提
供。

3月24日

（株）コベック 地元の食品廃棄物を活用したメタン発酵処理及びそのバイオガスを用いた発電事業を実施。 3月31日

 レファンテック（株）
電子回路基板の製法として、金属をナノインク化して必要な部分のみに直接印刷する独自技
術を開発、販売。

５月９日

Oishii Farm
Corporation

日本の農業技術（種苗・ハウス栽培・受粉等）を活用し、米国ニューヨーク近郊の垂直型植
物工場にてイチゴを生産・販売する事業を展開。

６月16日

（株）パワー ックス
再エネを普及するための蓄電池、ソフトウェア、電力供給をワンストップで提供。ＥＶチャー
ジャーステーションの普及・拡大。

7月3日

 クセル ー・パワー・システムズ㈱
電力ネットワークにおいて大容量かつ短時間での応答が可能なパワー型蓄電池システムの製
造・販売、O＆M、分散型バックアップサービスの提供。

7月14日

㈱クリーン ナジーコネクト
耕作放棄地等を活用したNon-FIT太陽光発電所の開発～運営、非FIT太陽光卸供給事
業、オフサイトPPA、再エネ調達コンサル業などを手がける。
 SPC①：複数需要家向け発電事業

8月4日

（株）坂ノ途中
環境負荷の小さい有機農業に取り組む生産者と提携し、農産物の宅配・販売事業を展開。
東南アジアの山間地域における高品質コーヒーの栽培。

8月31日
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「デコ活」（脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民 動）

◼ 脱炭素につながる新しい豊かな暮らしの実現に向けた国民の行動変容、ライフスタイル転換のムーブメン
トを喚起するもの

◼ 令和5年7月に愛称を「デコ活」に決定

◼ 官民連携のもと、国民・消費者の新しい豊かな暮らしづくりを強力に後押しするため、デコ活関係予算
（約2830億円）を令和6年度概算要求として計上

「脱炭素につながる新しい豊かな
暮らしの10年後」の絵姿

デコ活のロゴ・メッセージ・アクション

※デコ活：二酸化炭素（CO2）を減らす脱炭素（Decarbonization）とエコ（Eco）を含む
「デコ」と、活動・生活の「活」を組み合わせた新しい言葉



地域の中小企業の脱炭素化支援
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サプライチェーン全体での脱炭素化の動き

◼ ESG投資では、大企業は、自らのGHG排出量（Scope1,2）だけでなく、サプライチェーン全
体のGHG排出量（Scope3）まで把握しているかを問われる。

◼ 大企業がサプライチェーン排出量の目標を設定する際、サプライチェーンに組み込まれている中
小企業に対し、中小企業が自らの排出量を把握することを求めるケースも出てきている。

Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出（燃料の燃焼、工業プロセス）
Scope2 : 他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出
Scope3 : Scope1、Scope2以外の間接排出（事業者の活動に関連する他者の排出）

サプライチェーン排出量＝Scope1排出量+Scope2排出量+Scope3排出量

○の数字はScope３のカテゴリ



38

取組が評価され企業価値が向上、投融資や事業機会が拡大

中小企業における脱炭素化促進に向けた環境省の取組

【脱炭素化への取組のステップ】

取組の動機付け
（知る）

排出量の算定
（測る）

削減目標・計画の策定、脱炭素設備投資
（減らす）

事業者に対して、脱炭素化に向けた設
備更新への補助、ESG金融の拡大等

・省CO2型設備更新支援
（1/3, 1/2 or CO2削減比に応じた補助）

・サプライチェーン企業が連携した設備更新
（1/2 or 1/3補助)

・ESGリース促進
・環境金融の拡大に向けた利子補給事業
(年利１％上限）
・グリーントランスフォーメーション推進計画を実施
するために必要な設備資金（環境・エネルギー
対策貸付）

算定ツールや見える化の
提供

○支援人材が、中小企業を   
回る際に使う算定対話ツー
ルの提供【R5新規】

○事業者に対する温室効果
ガス排出量の算定ツール
(見える化）の提供【R5新

規】※利用はR6からの予定

・CO2削減目標・計画策定支援
（モデル事業・補助）

・削減目標・計画に係るセミナー開
催、ガイドブック策定

カーボンフットプリント（CFP）を活用した官民におけるグリーン製
品の調達の推進と、その基盤となるガイドラインの整備

事業者に対して、削減計画策
定支援（モデル事業やガイド
ブック等）

サプライチェーン全体での脱炭素化促進に向け、環境省では中小企業に対して、多様性のある事業者ニーズを踏
まえて、地域ぐるみでの支援体制の構築を行い、算定ツールや見える化の提供、削減目標・計画の策定、脱炭
素設備投資に取り組んでいく。
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中小企業にとっての脱炭素経営のメリット③

◼ 令和２・３年度モデル事業参加社インタビューにおいて、以下の６例を紹介。

企業概要 企業名 /得られた主なメリット 従業員数

三重県
多気郡明和町

羽毛の加工及び精毛・羽
毛製品の販売

1 河田フェザー株式会社 46 名

⚫羽毛業界世界初のSBT、RE100への加盟により知名度が向上

岐阜県
瑞穂市

プラスチック物流機器
メーカー

2 三甲株式会社 4,289 名

⚫上流企業のコンテストで１位表彰され、競争力の強化及び、
知名度・認知度、社員のモチベーションが向上

神奈川県
横浜市

印刷事業 3 株式会社大川印刷 40 名

⚫エネルギーコスト8%削減
⚫顧客からの問合せ増加し、経常利益率が1.8%増加

山形県
長井市

鋳造部品製造 4 山形精密鋳造株式会社 180 名

⚫省エネ対策による光熱費の削減
⚫自治体等からの表彰による知名度向上

三重県
四日市市

鋳造用耐火物製造 5 中部産商株式会社 15 名

⚫ガス消費量の削減により約1,000万円光熱費削減
⚫製造原価低減により少量多品種の拡販が実現

東京都
新宿区

業務用空調のメンテナン
ス・設置

6 株式会社エコ・プラン 344 名

⚫各イニシアティブへの参加による認知度向上
⚫環境意識の高い応募者が増え、採用活動に好影響

～「中小規模事業者向けの
脱炭素経営ハンドブック」より



40

中小企業における脱炭素化促進に向けた環境省の取組（続き）
○地域金融機関、商工会議所等の経済団体など(支援機関）の人材が、中小企業を支援
する支援人材となるための説明ツールの提供やセミナー等開催による育成、人材バンクの活
用を含めた専門機関とのマッチング支援（地域ぐるみでの支援体制構築に向けたモデル事業
を実施）【R5新規】

コンソーシアム独自の価値

再 ネ共同購入 省 ネメニュー提供

排出量算定サービス 金融サービス

域内中小企業

大学・教育機関

開発・
人材育成

制度・補助の
検討

商工会議所

経済団体 地域金融機関 地域中核企業

自治体

協議会等による
合意形成

地域地球温暖化防止

活動推進センター

地域ぐるみでの支援体制構築（イメージ）

地域ぐるみでの支援体制構築
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中小企業がカーボンニュートラル対応を進め

るにあたって活用できる経済産業省・環境省

の支援策をとりまとめています。

※各事業の詳細や補助金の締め切り日等は必

ずHP等をご確認ください。

https://www.meti.go.jp/policy/energy_en
vironment/global_warming/SME/pamphlet
/pamphlet2022fy01.pdf

（参考）中小企業等のカーボンニュートラル支援策（2023年3月）

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/pamphlet/pamphlet2022fy01.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/pamphlet/pamphlet2022fy01.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/pamphlet/pamphlet2022fy01.pdf
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